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２．移住・定住を促進する上での課題②（イノベ人材の不足）
○ 相双地域の有効求人倍率は高止まり。事業展開や新規立地を検討する企業が現地における人材

確保に苦戦。さらに、福島県では、高校生の約２割、大学生の約６５％が県外に就職。
○ 国際教育研究拠点を含め、福島イノベーション・コースト構想を支える人材を確保することが必要。

（出典）
福島労働局
「最近の雇用失業情勢について」
（令和2年3月分）」





８

〇移住を後押しできる支援としては、「移住に必要な経費を行政が補助する仕組み」、「やりがいの
ある仕事・待遇の良い仕事」を求める声が最も多い。

〇次いで、「移住先の情報がネットで容易に入手できること」、「お試し移住ができること」と続く。

Q16 以下のような事柄は、あなたの移住についての検討を後押ししますか。それぞれお答えください。

２．移住・定住を促進する上での課題④（移住者の支援ニーズ）

（出典）東京都在住者の今後の暮らしに関する意向調査（2018年10月調査）より抜粋・加工

引越し代などの移住に必要な経費を行政
が補助する仕組みがあること

52.6

やりがいなどの業務内容、給与などの
待遇面で満足のいく仕事があること

52.6

移住先での仕事、住まい、生活環境、
交通などの情報がインターネットなどで
容易に入手できること

50.1

本格的な移住に先立って「お試し」移住
ができること

41.9

※第5位以降は割愛
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